
特許行政の課題と取組み

グローバル動向

米 国 欧 州 中 国

｢知財立国宣言｣
｢知財戦略大綱｣

（２００２年夏）

・大学・企業における知財
の創出･取得･管理

・創造性を育む教育･研究
人材の育成

・ 「特許電子図書館（ＩＰＤＬ）へ

のアクセスの改善」

・迅速･的確な審査･審判
・「特許裁判所」機能の実
質的な創出

・模倣品･海賊版対策
・国際的制度調和･協力
・営業秘密の保護強化
・新分野等での知財保護

・大学等からの技術移転
の促進

・戦略的な知財の評価･活
用

・専門人材の育成
・国民の知財意識の向上

特許行政･全般
これまでの主な取組み

（２０１３年夏まで）

・大学での知財本部整備：１２年度末４３大学

・職務発明制度：特許法改正（０４年）
・地域団体商標制度：導入商標法改正
（０６年）・主体拡充（要件緩和）検討

・地域･中小企業支援：総合支援窓口
（１２年度末５６か所）･特許料等減免
措置･海外出願支援

・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ知財人材育成支援

・審査官増員（０４年度から５年間各年
９８名増員：１３年度任期満了）

・早期審査の拡充、事業戦略対応まとめ審査
・審査効率向上（１３年度目標：ＦＡ１１）
・知財高裁の創設（０５年）
・海賊版国内取締強化･海外ﾐｯｼｮﾝ派遣
・ＡＣＴＡ署名（１１年）
・特許審査ﾊｲｳｪｲ･JP-FIRST、３極共同審査
・営業秘密保護不競法改正（０４年）
・技術動向調査
・意匠保護対象拡充（画像ﾃﾞｻﾞｲﾝ）検討
・意匠ﾊｰｸﾞ協定改正協定参加検討
・商標保護対象拡充（音等）検討

・日本版ﾊﾞｲﾄﾞｰﾙ法
・知財ﾌﾟﾛﾃﾞﾞｭｰｻ派遣
・技術動向調査
・地域･中小企業支援
・国際標準総合戦略･標準化活動強化

・知財人材育成総合戦略･知財人材
育成ﾌﾟﾗﾝ

・弁理士制度：弁理士法改正（０７年）
・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ知財人材育成支援

｢日本再興戦略｣
｢知財基本方針｣

（２０１３年７月）

｢知財基本方針｣
【産業競争力強化のため
のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ知財ｼｽﾃﾑの
構築】
・企業の海外展開を支え
るｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ知財ｼｽﾃﾑ
の構築

・国際的な知財の制度間
競争を勝ち抜くための
基盤の整備

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ知財人材の育
成･確保

【中小･ﾍﾞﾝﾁｬｰの知財ﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ強化支援】
【ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｸ社会に
対応した環境整備】
【ｺﾝﾃﾝﾂを中心としたｿﾌﾄ
ﾊﾟﾜｰの強化】

・特許情報ｼｽﾃﾑ整備 ・ＴＰＰ対応
・ｺﾝﾃﾝﾂﾋﾞｼﾞﾈｽ拡大･｢日本ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略｣
・｢ｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ戦略｣･｢ｺﾝﾃﾝﾂ総合戦略｣

・経済の再生
・景気の回復
・安定的な成長の実現

｢日本再興戦略｣
【知的財産戦略･標準化戦
略の強化】
・国際的に遜色のないｽ
ﾋﾟｰﾄﾞ･質の高い審査の
実現

・新興国を含めたｸﾞﾛｰﾊﾞ
ﾙな権利保護･取得の
支援

・企業のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ活動を
阻害しないための職務
発明の見直し

【海外Ｍ＆Ａ･海外展開の促
進】
・中小企業の国際的な
知財戦略の支援

【｢ﾌﾟﾚﾐｱﾑ地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ｣の
創出】
・地域団体商標の登録
主体の拡充･支援

特許行政

今後の課題・取組み

・中小企業･ﾍﾞﾝﾁｬｰ等の国内･国
際出願支援強化：特許料等減
免措置拡充･窓口支援強化

・職務発明制度あり方検討
・地域団体商標主体拡充
・地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ育成支援
・大学･公的試験研究機関の知
財活動支援

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ知財人材育成支援
・新たなインターネット情報提供
サービスの開始

・審査官増員（１４年度要求：任期
付審査官１０３名）

・審査基盤充実（検索環境等）
・先行技術文献情報提供充実
・模倣品･海賊版対策強化
・国際特許ﾈｯﾄﾜｰｸ拡充･強化
（特許審査ﾊｲｳｪｲ･国際審査官
協議･ｱｼﾞｱ等新興国協力 等）

・品質ﾎﾟﾘｼｰ策定･国際展開
・意匠･商標保護対象拡充
・付与後レビュー制度の導入
・差止請求権のあり方検討

・裾野を広げる
－個人･中小企業･地域･大学
に対する重点的な支援

・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを支える
－技術･研究開発を資産として
活かすための戦略的な支援

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙにも強い
－世界最速･最高品質の知財
ｼｽﾃﾑの実現と国際調和･国
際貢献

・大学･公的試験研究機関の知
財活動支援

・外国特許文献検索環境充実
・先行技術文献情報提供充実
・中小企業･ﾍﾞﾝﾁｬｰ等支援強化

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ知財人材育成支援
・国際的知財研究者育成支援
・弁理士制度あり方検討

・ｺﾝﾃﾝﾂ分野の取組み
・ＷＴＯ/ＴＲＩＰｓ

・ｵﾊﾞﾏ政権
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策

・米国発明法（ＡＩＡ）
１１年改正

・ＵＳＰＴＯ
｢１０‐１５ｽﾄﾗﾃｼﾞ
ｯｸﾌﾟﾗﾝ｣：ＦＡ１０
最終処分２０

・｢ﾊﾟﾃﾝﾄﾄﾛｰﾙ｣対策

・ＷＩＰＯ･日米欧･主要先進国ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ＩＰ５（五庁）会議

・出願費用減免
ｽﾓｰﾙ･ｴﾝﾃｨﾃｨ
ﾏｲｸﾛ･ｴﾝﾃｨﾃｨ

・優先審査
ｸﾞﾘｰﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
分野出願

・先発明主義見直し
・中国語文献ｻｲﾄ
・ﾊｰｸﾞ協定加盟
・審査迅速化

ＳＨＡＲＥ
・審査着手時期

ｽﾘｰ･ﾄﾗｯｸ
・ＰＰＨ手数料無料化
・ＡＣＴＡ･知財ｱﾀｯｼｪ
・情報提供強化
・｢ﾊﾟﾃﾝﾄﾄﾛｰﾙ｣対策

・特許分類ＣＰＣ協力（ＵＳＰＴＯ･ＥＰＯ･ＳＩＰＯ）

・中国語文献ｻｲﾄ
・在外公館での情報
支援

・ﾁｰﾌ･ｴｺﾉﾐｽﾄ･ｵﾌｨｽ
・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点

・ＴＰＰ ・ＦＴＡ
・執務環境整備

・ＥＵ委・各国
産業財産権戦略

・ＥＰＯ
｢５つのﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ｣
人的資源･ｻｰﾋﾞｽ
品質･ＩＴｼｽﾃﾑ･庁
舎･国際協力

・ＯＨＩＭ
｢ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸﾌﾟﾗﾝ｣

・出願費用減免
（仏）

・代理人費用補助金
（仏･独）

・ﾊﾟﾃﾝﾄﾎﾞｯｸｽ制度
（英･仏）

・機械翻訳
・普及啓発（欧州発明
表彰）

・実施許諾促進
・中小企業ﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸ

・欧州特許ｱｶﾃﾞﾐｰ
知財教育･研修

・ＦＴＡ･ＥＰＡ
・在宅勤務

・第１２次５か年計
画（１１年‐１５年）

知財制度改善
創造･運用･保
護･管理･法執行

・国家知識産権
戦略綱要

・ＳＩＰＯ
｢推進計画｣

・出願支援
｢人口１万人当
たりの発明専利
保有件数｣指標

省ﾚﾍﾞﾙ助成
・優先審査

省ｴﾈ･次世代
情報技術等

・知財権追跡分析

・専利権侵害紛争
指導的意見提示

・民事･行政･刑事
集中審理

・専利法執行能力
・専利権審査･品質
保証体系・商標審
査･審理基準完備

・多国間･二国間交
流提携

・模倣品対策

・標準化活動
ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾚﾋﾞ等

・大学等での知財
管理･移転

・国家知財権研究
基地建設

・義務教育ｶﾘｷｭﾗﾑ
・高素質知財人材

総論

知財
創造

知財
保護

知財
活用

人的
基盤

関連
課題

・｢知的財産をもとに製品･
ｻｰﾋﾞｽの高付加価値化を
進め、経済･社会の活性
化を図る国づくりを実現
する｣

・知的創造ｻｲｸﾙの活性化

・｢知的財産基本法｣（０３年３月）
・｢知的財産戦略本部｣
・｢知的財産戦略計画｣
・「特許審査迅速化・効率化推進本部」
・「特許審査迅速化・効率化のための行動
計画」

・「イノベーション促進のための特許審査改革
加速プラン２００７」（ＡＭＡＲＩプラン２００７）

・特許情報ｼｽﾃﾑ構築･運営
・産業財産権情報発信力強化
・ＴＰＰ（知財章）

・単一効特許制度
・統一特許裁判所
・翻訳言語負担軽減
･機械翻訳
・国際標準化機関との
標準化文書提供協力

・欧州特許認証
・模倣品対策

資料２


